
平成２５年度 特別支援学校機能強化モデル事業 成果報告 

（１）特別支援学校のセンター的機能充実事業 

 

団体名 愛媛県教育委員会 

 

【事業概要】 

１．事業実施前の現状と課題 

  愛媛県では、東予、中予、南予の３地域に区別されており、障害種別の教育に関する相談・支

援等について知的障害特別支援学校４校が、それぞれの地域の拠点となっている。視覚障害特別

支援学校及び肢体不自由と病弱を対象とする特別支援学校が、県内で１校ずつ、聴覚障害特別支

援学校が県内で２校あり、県下全域をカバーしている。 

  現在、県立特別支援学校９校（※本事業においては、本・分校及び障害部門を別にして取り扱

う）では、地域の小・中学校等に対して、年間延べ 1,600 件を超える教育相談や 200 件程度の訪

問支援（ともに平成 24 年度実績）を行っており、地域から寄せられる期待とニーズは年々高ま

っている。また、教育相談の内容も多様化しており、各校が対象とする障害種以外の障害に関す

る相談や重度・重複障害への対応、通常の学級に在籍する発達障害等のある児童生徒への対応な

ど、特別支援学校間や医療・心理等の専門家との連携をした教育相談の必要性が高まっている。 

  そこで、関係機関と連携を図りながら、言語聴覚士（ＳＴ）、作業療法士（ＯＴ）、理学療法士

（ＰＴ）、臨床心理士及び大学関係者等の外部人材を活用した教職員研修や障害特性に応じたＩ

ＣＴ･ＡＴを活用した研究・研修を行い、特別支援学校教員の専門性の強化を図るとともに、地

域内の小・中学校等に対する支援の充実・強化を図ることとした。 

（１）県教育委員会の取組 

① 特別支援学校センター的機能連携会議の実施 

特別支援学校とＳＴ、ＯＴ及びＰＴ等の外部人材や関係機関との連携強化を図る。外部人

材活用の成果等について協議する（年２回開催）。 

② 特別支援学校教員の研修派遣（先進地参観） 

③ 成果物の発刊 

（２）指定校の取組 

① 特別支援学校の専門性強化 

   ア 指導方法の改善及び研修の充実 

外部人材（ＳＴ、ＯＴ、ＰＴ、大学関係者等）を活用し、児童生徒等の実態把握、教材・

教具の工夫、自立活動の指導等について、専門的な立場から助言を受けることにより指導

方法の改善を図る。また、各障害種に特化した指導・支援の方法のほか、自立活動の指導、

キャリア教育など、各学校が抱える課題に応じて外部人材を活用した研修会を実施し、教

員の専門性を高める。 

   イ ＩＣＴ・ＡＴ活用の推進 

各特別支援学校で、障害のある児童生徒へのタブレット端末を活用した指導について、

外部人材から助言を受けながら実践研究を行い、教員のＩＣＴ・ＡＴ活用能力を高める。 

  ② 域内小・中学校等への支援 

   ア 合同研修の実施 

特別支援学校が行う外部人材を活用した研修会について、域内の小・中学校等に周知し、



小・中学校等の教員と合同研修を実施することにより、研修の機会を提供するとともに特

別支援学校と小・中学校等との連携を図る。 

イ センター的機能の充実 

特別支援学校の教員が小・中学校等に出向いて支援を行う際、外部人材（ＳＴ、ＯＴ、

ＰＴ等）を派遣することで、域内の小・中学校等への支援をより強化するとともに、特別

支援学校教員の幅広い専門性を培う。 

 

２．事業を通じて得られた成果と課題 

（１）特別支援学校の専門性強化 

   各特別支援学校では、ＳＴによる重度・重複障害のある児童生徒に対する摂食指導の在り方、

ＯＴによる児童生徒の日常生活動作に対する支援や環境調整、臨床心理士による生徒の自己肯

定感を高める支援やカウンセリング、大学教授による聴覚障害児への早期支援など、各校の課

題に応じた研修をＳＴ、ＯＴ、ＰＴ、大学関係者等の外部人材を活用して行い、延べ 5,226 人

（うち小・中学校等教員 747 人）が受講した。 

   また、自立活動など実際の指導の場面で、ＳＴやＯＴなどから専門的な指導・助言を得るこ

とにより、指導方法・内容の改善が図られ、個々の教員が新たな知見を得たり、今までの指導

を見つめ直したりするよい機会となった。 

   研修で得た知見を児童生徒等の指導に反映していくとともに、地域の小・中学校の支援に生

かすための実践、中核となる人材の育成等について、さらに検討していく必要がある。 

（２）ＩＣＴ・ＡＴ活用の推進 

   障害特性に応じたＩＣＴ・ＡＴ活用能力の向上、センター的機能による助言・支援のツール

としての活用を進めるため、県内３地域にタブレット端末を配備した。各特別支援学校では、

外部人材を活用してＩＣＴ・ＡＴの活用に関する研修を行い、延べ 972 人（うち小・中学校教

員 152 人）が受講した。 

   様々な障害種に対して、タブレット端末は大変有効な教育手段であり、学習で使用する教

材・教具としてだけではなく、将来に渡って生活の中で使えるツールにも成りえることを改め

て認識することができた。小・中学校等への支援においても、注意欠陥・多動性障害（ＡＤＨ

Ｄ）の児童に対して、外部人材と連携を図りながらタブレット端末を活用した支援に取り組ん

だ事例などもあり、その有効性を検証することができた。 

   今後、様々な活用事例について情報収集を行い、障害特性に応じた教員のＩＣＴ・ＡＴの活

用能力を向上させるとともに、地域の小・中学校等での支援ツールとしての活用を推進してい

きたい。 

（３）域内小・中学校等への支援 

   年間 200 件程度ある小・中学校等への訪問支援の中で、外部人材を活用した訪問支援を延べ

37 回実施した。外部人材を活用することで、支援できる範囲が広がり、小・中学校等のニーズ

により応えることができるようになった。また、外部人材の活用をきっかけに、継続的な支援

につながったケースもあり、相談の評価・検証を行いながらＰＤＣＡサイクルによる相談事業

が行えつつある。 

   また、各特別支援学校が実施する外部人材を活用した研修会を、市町教育委員会から各小・

中学校等へ開催案内を通知することにより、多くの小・中学校等教員の参加を得た学校もあり、

このような体制を工夫していく必要がある。 



３．解決策（次年度の取組等） 

（１）特別支援学校の専門性強化 

   特別支援学校教員の専門性を高めるため、引き続き外部人材を活用した研修を進める。特に、

指導方法・内容の改善に関する研修を重点的に行うことにより、より実践的な指導力を身に付

けた、地域で中核となる人材を育成していく。 

（２）ＩＣＴ・ＡＴ活用の推進  

   各特別支援学校で、障害特性に応じたタブレット端末の活用に関する実践研究を継続して行

う。外部人材を活用した研修を通じて、教員のＩＣＴ・ＡＴ活用能力を高めるともに、小・中

学校等への支援ツールとしての活用・強化を図る。 

（３）域内小・中学校等への支援 

   特別支援学校では、地域内の小・中学校等からの依頼に十分対応できるよう、今年度のアン

ケート結果等をもとに地域のニーズや課題を的確に把握する。また、次年度より特別支援学校

センター的機能連携会議に各教育事務所担当者が参画することで、特別支援学校を所管する県

教育委員会と市町教育委員会を取りまとめる教育事務所が連携することで、本事業を円滑に実

施する体制を構築する。 

 

【推進地域及び指定校一覧】 

推進地域 指定校 

全県 

・東予地域 

・中予地域 

・南予地域 

１ 県立松山盲学校 

２ 県立松山聾学校 

３ 県立しげのぶ特別支援学校 

４ 県立みなら特別支援学校 

５ 県立みなら特別支援学校松山城北分校 

６ 県立今治特別支援学校 

７ 県立宇和特別支援学校（聴覚障害部門） 

８ 県立宇和特別支援学校（知的障害部門） 

９ 県立新居浜特別支援学校 

 

 


